
 

 

 

◆ 支援対象事業者（以下の条件をすべて満たすこと） 
・ 瀬戸市内の中小企業者である者 
・ 市税の滞納のない者 
・ 国、県その他の機関から当該事業に係る他の補助金の交付を受けていない者 

◆ 補助対象事業（以下の条件をすべて満たすこと） 

 ・ 省エネルギー診断による提案に基づき、市内に所在する事業所に省エネルギー設備等を導入す

る事業であること 

・ 事業が補助金の交付申請時において未着工であること 
・ 補助対象経費が３０万円以上であること 
※ 省エネルギー診断とは、エネルギー管理士の資格を有する者の参画を得て、対象とする施設全体の
エネルギーの使用状況等の調査・分析に基づき、エネルギーの使用の合理化に資する措置を明らか
にし、エネルギー及びコストの削減効果を数値で明示した報告書が作成されるものに限ります。 

※ 省エネルギー設備等とは、エネルギー効率の向上又はエネルギーの転換により、既存の設備と比較
してエネルギー消費の削減に寄与する設備をいいます。ただし、次に掲げる設備等を除きます。 

 ⑴ 中古品又はリース契約に基づき取得した設備等 
 ⑵ 自宅兼事業用家屋で省エネ診断を受けた場合、居住スペースでの取り組み 
 ⑶ 複数の事業者で共同所有する設備等 
 ⑷ 完全親会社（子会社の発行済株式総数の全部を保有している会社をいう。）とその子会社の間で

売買に基づき取得した設備等 

◆ 対象経費、補助率及び補助上限額 

補助対象経費の区分 経費の内容 補助率 補助上限額 

⑴  省エネルギー  
 設備等の購入代金  

省エネルギー設備等本体のほか、省
エネルギー設備等の導入に必要な附
属機器の購入に要する経費  

補 助 対
象 経 費
の 1/3 
 

上限１００万円 
（⑴⑵⑶⑷の合計） 

⑵ 運搬費 
省エネルギー設備等の運搬に要する
経費  

⑶ 据付工事費 
補助対象事業の実施に必要な工事
に要する経費  

⑷ 設計費 
補助対象事業の実施に必要な設計
に要する経費  

◆ 補助事業の実施期間 

交付決定日から令和７年２月２８日までに事業完了するものが補助の対象です。 

◆ 補助金の交付決定等 

⑴ 補助金の支払いは、補助事業完了後の精算払です。 
⑵ 補助金の交付対象となる経費は、令和７年２月２８日までに事業完了（納品・検収・支払いも含む） 
するものに限ります。 

◆ 交付申請期間  
募集開始日から令和６年１２月２７日まで（必着） 

  ※ただし、予算の上限に達し次第、申請を締め切ります。 

◆ 申請方法及び郵送先 

申請は原則郵送とします。 

〒489-8701 瀬戸市追分町 64 番地の 1 

瀬戸市役所産業政策課 瀬戸市省エネルギー促進事業補助金担当 宛て 

  

瀬戸市では、エネルギー価格高騰対策支援として、省エネルギー診断に基づき、省エネルギー設備等を導

入する市内の中小企業者にその費用の一部を補助します。 

『瀬戸市省エネ促進事業補助金』 概要 

瀬戸市の中小企業支援施策 

令和６年４月１日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※省エネ診断受診後、事業着工前に申請すること 

 ※令和６年１２月２７日までに下記書類を提出 

 

 

 

 

・省エネ診断書、省エネ診断者の資格が分かる書類の写し 

・履歴事項全部証明書の原本（法人の場合） 

・直前の確定申告書、本人確認書類の写し（個人の場合） 

・会社概要がわかるもの 

・補助対象経費の根拠となる資料 

・導入する設備の形状や規格等が分かる資料 

 

 

 

 

※事業完了後３０日以内か令和７年３月１０日の 

いずれか早い日までに下記書類を提出 

 
 
 

 

 

・設備等の設置状況を示す写真 

・設備等の契約書又は発注書の写し 

・補助対象経費に係る請求書及び支払を証明する書類の写し 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

◆補助金交付に係る手続きの流れ◆ 

瀬戸市省エネルギー促進事業補助金 
交付申請書（第１号様式） 

事業計画書（第２号様式） 
受理・審査 

入金 

入金 

補助金を受取 

瀬戸市省エネルギー促進事業補助金 

交付決定通知書（第３号様式） 

申請者 

瀬戸市省エネルギー促進事業補助金 

確定通知書（第８号様式） 

瀬戸市省エネルギー促進事業 

実績報告書（第７号様式） 

 

瀬戸市省エネルギー促進事業補助金 

交付請求書（第９号様式） 

受理・審査 

補助金交付 

瀬戸市 

省エネ診断 
国の省エネ診断事業を受託している団体や、同程度の省

エネ診断が実施可能な民間事業者などで受診してくださ

い。 

事業実施 

事業完了 


